
 

 

 

 

 

 

 
令和７年度の財政概要について 

 

 
・令和７年度一般会計等決算   資料１  

・財政健全化法に関する「健全化判断比率」等の算定状況 

 資料２  

 

 

 

 

 

 
令和８年１０月９日 



（単位：百万円）

(ア) 406,535 397,790 8,745

(イ) 394,796 385,832 8,964

(ア)-(イ)=(ウ) 11,739 11,958 ▲ 219

(エ) 6,430 5,462 968

（純剰余金） (ウ)-(エ) 5,309 6,496 ▲ 1,187

（単位：百万円）

（臨時財政対策債） 187,281 207,008 ▲ 19,727

（臨時財政対策債除き） 394,127 385,310 8,817

２　その他

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差引額

592,318

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支

１　総括

財政調整型基金残高

区　　　分

令和６年度
(B)

令和７年度
(A)

令和６年度
(B)

令和７年度
(A)

令和７年度　一般会計決算

比較
(A)-(B)

　令和７年度一般会計決算の歳入では、県税や地方交付税の増加に加え、物価
高騰対策に係る国庫支出金が増加したことにより、前年度を８７億円上回りま
した。
　また、歳出では、災害復旧事業が大きく減少した一方、物価高騰に対する事
業者支援等を積極的に行ったほか、国経済対策に係る普通建設事業が増加した
ことにより、前年度を９０億円上回りました。
　これらの結果、純剰余金である実質収支は５３億円となりました。
　財政調整型基金残高は前年度と同水準の２７６億円を確保し、地方債残高は
前年度比１０９億円減の５，８１４億円となりましたが、引き続き健全な財政
運営に努める必要があります。

区　　　分

比較
(A)-(B)

135

▲ 10,910

財政調整型基金とは、財政調整基金、県立公共施設等建設基金、減債基金、大規模事業基金及び長寿社会対
策推進基金をいう。

地方債残高
（一般会計ベース）

(注)

27,603 27,468

581,408

資料１
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歳　　入
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率

60,926 15.0 59,297 14.9 1,629 2.7 
31,061 7.6 28,763 7.2 2,298 8.0 

13,997 3.4 13,651 3.4 346 2.5 
317 0.2 1,855 0.5 ▲ 1,538 ▲ 82.9 

153,850 37.8 151,354 38.1 2,496 1.6 
97 0.0 99 0.0 ▲ 2 ▲ 2.0 

950 0.2 949 0.2 1 0.1 
3,672 0.9 3,711 0.9 ▲ 39 ▲ 1.1 

72,696 17.9 63,271 15.9 9,425 14.9 
1,070 0.3 677 0.2 393 58.1 

303 0.1 496 0.1 ▲ 193 ▲ 38.9 
12,296 3.0 12,259 3.1 37 0.3 
11,958 3.0 17,295 4.4 ▲ 5,337 ▲ 30.9 
6,961 1.7 6,681 1.7 280 4.2 

36,381 8.9 37,432 9.4 ▲ 1,051 ▲ 2.8 
（ う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ） 0 0.0 486 0.1 ▲ 486 ▲ 100.0 

406,535 100.0 397,790 100.0 8,745 2.2 

県 債

合　　　　　　計

国 庫 支 出 金
財 産 収 入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

区　　分
令和７年度 令和６年度 比較

県 税
地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金
分 担 金 及 び 負 担 金

地方交付税

38.1%

国庫支出金

15.9%

県税

14.9%

県債

9.4%

その他

21.7%

令和６年度

地方交付税

37.8%

国庫支出金

17.9%

県税

15.0%

県債

8.9%

その他

20.4%

令和７年度

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（県税） （財産収入）
個人県民税 15,182 → 17,250 ( + 2,068 ) 財産運用収入（利子及び配当金） 145 → 416 ( + 271 )
地方消費税 11,522 → 12,247 ( + 725 )
県民税株式等譲渡所得割 1,282 → 1,418 ( + 136 ) （繰入金）
法人二税 16,095 → 14,804 ( ▲ 1,291 ) 臨時財政対策債償還基金 970 → 2,017 ( + 1,047 )

義務教育諸学校教育情報化推進基金 9 → 959 ( + 950 )
（地方消費税清算金） 産業未来共創基金 2,786 → 3,305 ( + 519 )
地方消費税清算金 28,763 → 31,061 ( + 2,298 ) ねんりんピック基金 733 → 0 ( ▲ 733 )

新型コロナウイルス感染症対応企業支援基金 4,207 → 1,732 ( ▲ 2,475 )
（地方特例交付金）
定額減税減収補填特例交付金 1,523 → 7 ( ▲ 1,516 ) （繰越金）

純繰越金 9,474 → 6,496 ( ▲ 2,978 )
（地方交付税）
普通交付税 147,349 → 149,621 ( + 2,272 ) （県債）
特別交付税 4,005 → 4,229 ( + 224 ) 公共施設等適正管理推進事業債 2,557 → 3,650 ( + 1,093 )

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 5,315 → 6,066 ( + 751 )
（国庫支出金） 臨時財政対策債 486 → 0 ( ▲ 486 )
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 2,563 → 6,652 ( + 4,089 ) 災害復旧事業債 4,692 → 2,253 ( ▲ 2,439 )
補助公共事業 23,983 → 26,291 ( + 2,308 )
県産乳製品加工施設生産強化支援事業 0 → 1,257 ( + 1,257 )
鳥取県地域医療介護総合確保基金造成事業（介護分野） 137 → 1,191 ( + 1,054 )
医療施設等経営強化緊急支援事業 0 → 565 ( + 565 )
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歳　出（目的別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率
919 0.2 1,129 0.3 ▲ 210 ▲ 18.6 

37,145 9.5 41,143 10.7 ▲ 3,998 ▲ 9.7 
56,900 14.4 52,556 13.6 4,344 8.3 
16,225 4.1 14,988 3.9 1,237 8.3 
1,638 0.4 1,583 0.4 55 3.5 

29,270 7.4 25,355 6.6 3,915 15.4 
16,940 4.3 16,666 4.3 274 1.6 
61,668 15.6 59,906 15.5 1,762 2.9 
18,018 4.6 17,346 4.5 672 3.9 
65,971 16.7 64,780 16.8 1,191 1.8 
8,093 2.0 12,863 3.3 ▲ 4,770 ▲ 37.1 

50,547 12.8 48,464 12.6 2,083 4.3 
31,462 8.0 29,053 7.5 2,409 8.3 

394,796 100.0 385,832 100.0 8,964 2.3 

商 工 費

災 害 復 旧 費

令和７年度 令和６年度 比較
区　　分

合　　　　　　計

議 会 費
総 務 費
民 生 費

警 察 費

衛 生 費

土 木 費

諸 支 出 金
公 債 費

教 育 費

労 働 費
農 林 水 産 業 費

教育費

16.7%

土木費

15.6%

民生費

14.4%公債費

12.8%

総務費

9.5%

農林水産業費

7.4%

その他

23.6%
教育費

16.8%

土木費

15.5%

民生費

13.6%公債費

12.6%

総務費

10.7%

農林水産業費

6.6%

その他

24.2%

令和７年度
令和６年度

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（議会費） （商工費）
デジタル県議会推進事業 227 → 0 ( ▲ 227 ) 賃上げ・価格適正化総合対策事業 1 → 1,491 ( + 1,490 )

物価高騰・米国関税対応企業支援基金積立事業 0 → 1,431 ( + 1,431 )
（総務費） 新型コロナ克服特別金融支援事業 2,207 → 1,269 ( ▲ 938 )
米子アリーナ整備事業 69 → 705 ( + 636 ) 産業未来共創事業（基金積立事業） 4,500 → 2,517 ( ▲ 1,983 )
国政選挙費（衆議院議員選挙費、参議院議員選挙費） 483 → 896 ( + 413 )
臨時財政対策債償還基金費 2,062 → 1,162 ( ▲ 900 ) （土木費）
第36回全国健康福祉祭（ねんりんピック）鳥取大会開催事業 1,391 → 0 ( ▲ 1,391 ) 補助公共事業 37,332 → 39,430 ( + 2,098 )
福祉保健部国庫返還金調整事業 3,257 → 494 ( ▲ 2,763 )

（教育費）
（民生費） 鳥取県義務教育諸学校教育情報化推進基金事業 705 → 1,612 ( + 907 )
鳥取県地域医療介護総合確保基金造成事業（介護分野） 208 → 1,790 ( + 1,582 ) 教育施設営繕費 1,360 → 1,739 ( + 379 )
高齢者施設等物価高騰対策支援事業 246 → 737 ( + 491 ) 海洋練習船「若鳥丸」代船建造事業 704 → 2 ( ▲ 702 )
子どものための教育・保育給付費県負担金 3,484 → 3,846 ( + 362 )
介護人材確保・職場環境改善等事業 0 → 317 ( + 317 ) （災害復旧費）

単独災害復旧事業費 802 → 212 ( ▲ 590 )
（衛生費） 建設災害復旧費 8,957 → 5,332 ( ▲ 3,625 )
医療施設等経営強化緊急支援事業 0 → 565 ( + 565 )
医療分野生産性向上・職場環境整備等事業 0 → 356 ( + 356 ) （公債費）

元金 45,509 → 47,291 ( + 1,782 )
（農林水産業費） 利子 2,904 → 3,205 ( + 301 )
補助公共事業 8,539 → 10,354 ( + 1,815 )
県産乳製品加工施設生産強化支援事業費 0 → 1,347 ( + 1,347 ) （諸支出金）
高病原性鳥インフルエンザ緊急対策事業 0 → 202 ( + 202 ) 地方消費税交付金　 14,406 → 15,557 ( + 1,151 )

地方消費税清算金 11,087 → 12,087 ( + 1,000 )
県税還付金　　　 567 → 806 ( + 239 )
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歳　出（性質別）
（単位：百万円、％）

決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 (A)-(B) 増減率
93,772 23.8 93,300 24.2 472 0.5 
6,476 1.6 6,277 1.6 199 3.2 

109,267 27.6 105,087 27.2 4,180 4.0 
79,315 20.1 73,340 19.0 5,975 8.1 

補 助 事 業 ( 直 轄 含 む ) 61,516 15.6 56,443 14.6 5,073 9.0 
単 独 事 業 17,525 4.4 16,784 4.4 741 4.4 
受 託 事 業 274 0.1 112 0.0 162 144.6 

7,934 2.0 12,661 3.3 ▲ 4,727 ▲ 37.3 
50,496 12.8 48,413 12.5 2,083 4.3 
9,381 2.4 9,842 2.6 ▲ 461 ▲ 4.7 
1,595 0.4 1,409 0.4 186 13.2 

36,560 9.3 35,503 9.2 1,057 3.0 
394,796 100.0 385,832 100.0 8,964 2.3 合　　　　　　計

人 件 費
扶 助 費
補 助 費 等

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

そ の 他 の 経 費

令和７年度 令和６年度 比較
区　　分

貸 付 金
積 立 金

補助費等

27.2%

人件費

24.2%

普通建設

事業費

19.0%

公債費

12.5%

その他

17.1%補助費等

27.6%

人件費

23.8%

普通建設

事業費

20.1%

公債費

12.8%

その他

15.7%

令和７年度 令和６年度

《増減の主なもの》 （単位：百万円）

（人件費） （災害復旧事業費）
職員人件費（会計年度任用職員含み、退職手当除き） 83,333 → 86,514 ( + 3,181 ) 単独災害復旧事業費 802 → 212 ( ▲ 590 )
退職手当 8,311 → 5,564 ( ▲ 2,747 ) 建設災害復旧費 8,957 → 5,332 ( ▲ 3,625 )

（補助費等） （公債費）
賃上げ・価格適正化総合対策事業 1 → 1,491 ( + 1,490 ) 元金 45,509 → 47,291 ( + 1,782 )
地方消費税交付金 14,406 → 15,557 ( + 1,151 ) 利子 2,904 → 3,205 ( + 301 )
地方消費税清算金 11,087 → 12,086 ( + 999 )
高齢者施設等物価高騰対策支援事業 246 → 737 ( + 491 ) （積立金）

鳥取県地域医療介護総合確保基金（介護分野） 208 → 1,790 ( + 1,582 )
（普通建設事業費） 物価高騰・米国関税対応企業支援基金 0 → 1,431 ( + 1,431 )
補助公共事業 46,080 → 49,784 ( + 3,704 ) ねんりんピック基金 200 → 0 ( ▲ 200 )
県産乳製品加工施設生産強化支援事業費 0 → 1,347 ( + 1,347 ) 臨時財政対策債償還基金 2,062 → 1,162 ( ▲ 900 )
米子アリーナ整備事業 69 → 705 ( + 636 ) 産業未来共創基金 4,500 → 2,517 ( ▲ 1,983 )
海洋練習船「若鳥丸」代船建造事業 704 → 2 ( ▲ 702 )

（その他の経費）
国勢調査費 5 → 383 ( + 378 )
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（単位：百万円）

歳　入(A) 歳　出(B) 差引(A)-(B)

鳥取県用品調達等集中管理事業 1,674 1,621 53

鳥 取 県 公 債 管 理 58,792 58,792 0

鳥 取 県 給 与 集 中 管 理 29,101 29,085 16

鳥 取 県 母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

83 35 48

鳥 取 県 国 民 健 康 保 険 運 営 事 業 50,561 49,337 1,224

鳥 取 県 中 小 企 業 近 代 化
資 金 助 成 事 業

19 16 3

鳥 取 県 林 業 ・ 木 材 産 業 改 善
資 金 助 成 事 業

192 32 160

鳥 取 県 県 営 林 事 業 108 97 11

鳥 取 県 県 営 境 港 水 産 施 設 事 業 283 281 2

鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業 299 1 298

鳥 取 県 港 湾 整 備 事 業 78 60 18

鳥 取 県 収 入 証 紙 1 1 0

鳥 取 県 県 立 学 校 農 業 実 習 76 52 24

鳥 取 県 育 英 奨 学 事 業 1,205 725 480

鳥 取 県 就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 192 26 166

会　　　計　　　名

令和７年度　特別会計歳入歳出決算額
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財政健全化法に関する「健全化判断比率」等の算定状況 

 

 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和７年度決算に係る健全化判断比

率及び資金不足比率（確定値）を算定しました。 

 

＜健全化判断比率：一般会計等に係る基準＞ 

区  分 

本県の状況 

（全国平均） 
早 期 

健全化 

基 準 

財 政 

再 生 

基 準 

内    容 

R5 決算 R6 決算 R7 決算 

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 3.75％ 5％ 

一般会計等の実質赤字

の比率（対標準財政規

模） 

連結実質赤字

比率 
赤字なし 赤字なし 赤字なし 8.75％ 15％ 

公営企業会計も含めた

実質赤字の比率（対標

準財政規模） 

実質公債費比

率 

9.3％ 

（10.1％） 

9.5％ 

（10.1％） 

9.9％ 

（10.2％） 
25％ 35％ 

一般会計等が負担する

元利償還金等の比率

（対標準財政規模） 

将来負担比率 
131.4％ 

（148.7％） 

132.8％ 

（144.1％） 

132.6％ 

（139.2％） 
400％ ― 

一般会計等が将来負担

する実質的負債の比率

（対標準財政規模） 

 

＜資金不足比率：公営企業に係る基準＞ 

区  分 
本県の状況 経営健全化 

基   準 
内    容 

R5 決算 R6 決算 R7 決算 

電気事業会計 

資金不足なし 資金不足なし 資金不足なし 20％ 

公営企業ごとの資金不

足の比率（対事業の規

模：営業収益） 

工業用水道事業会 

計 

埋立事業会計 

病院事業会計 

天神川流域下水道 

事業会計 

県営境港水産施設

事業特別会計 

港湾整備事業会計 
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